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個人情報保護審議会答申の概要 

 

答申第 183 号（ 諮問第 212 号）  

件名：「 回答書」 中のメ ールアド レ ス 等の利用不停止決定に関する 件 

 

１  利用停止請求 

  令和 3 年 5 月 6 日 

２  原処分 

  令和 3 年 5 月 25 日（ 利用不停止決定）  

  愛知県代表監査委員は、 審査請求人に係る 回答書中のメ ールアド レ ス 、 電話番号、

住所及び氏名の利用の停止、 消去及び提供の停止を 求めた自己情報利用停止請求につ

いて、 愛知県個人情報保護条例（ 平成 16 年愛知県条例第 66 号。 以下「 条例」 と いう 。）

第 7 条に従った利用・ 提供をし たも のである ためと し て、 利用不停止と し た。  

３  審査請求 

  令和 3 年 8 月 18 日 

  原処分の取り 消し を 求める 。  

４  諮問 

  令和 3 年 11 月 9 日 

５  審議会の結論 

愛知県代表監査委員が、 利用不停止と し たこ と は妥当である 。  

６  審議会の判断 

( 1)  判断に当たっての基本的考え方 

条例は、 第 1 条に規定さ れている と おり 、 実施機関の保有する 個人情報の開示、

訂正及び利用停止を 請求する 個人の権利を 明ら かにし 、 も っ て県政の適正な運営を

図り つつ、 個人の権利利益を 保護する こ と を 目的と し て制定さ れたも のであり 、 個

人情報の適切な取扱いを 確保する と いう 理念のも と に解釈・ 運用さ れなければなら

ない。  

当審議会は、 自己に関する 保有個人情報の利用停止を 請求する 権利が不当に侵害

さ れる こ と のないよ う 、 同理念に立って条例を 解釈し 、 以下判断する も のである 。  

 ( 2)  本件利用停止請求について 

自己情報利用停止請求書の内容を 基本と し て、 審査請求書及び反論書並びに実施

機関が作成し た弁明書の内容も 踏ま える と 、 本件保有個人情報は、 審査請求人が実

施機関に対し て提出を し た回答書に記載さ れた審査請求人のメ ールアド レ ス 、 電話

番号、 住所及び氏名である と 解さ れる 。  

本件利用停止請求は、 審査請求人が条例第 7 条違反を 理由と し て本件保有個人情

報の利用の停止、 消去及び提供の停止を 求める も のである と こ ろ、 実施機関は、 本
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件保有個人情報を 条例第 7 条に従って利用又は提供を し たと し て、 利用不停止決定

を し ている 。  

 ( 3)  本件保有個人情報の利用停止の要否について 

ア 条例第 37 条第 1 項は、 開示を受けた保有個人情報について、 同項第 1 号におい

ては条例第 6 条の規定に違反し て収集さ れたも のである と き 、 条例第 7 条の規定

に違反し て利用さ れている と き 等に、 同項第 2 号においては条例第 7 条又は第 9

条の規定に違反し て提供さ れている と き 等に、 何人も 、 当該保有個人情報の利用

停止を 請求する こ と ができ る こ と を定めている 。  

  そし て、 条例第 39 条は、 条例第 37 条第 1 項第 1 号又は第 2 号に該当する 違反

の事実がある と 実施機関が認める と き は、 実施機関が、 当該実施機関における 個

人情報の適正な取扱いを 確保する ために必要な限度で、 当該保有個人情報の利用

停止を し なければなら ないこ と を 定めている 。  

  本件利用停止請求に対し ては、 前記( 2) において述べたと おり 、 実施機関が、 本

件保有個人情報を 条例第 7 条に従っ て利用又は提供を し たと し て、 利用不停止決

定を し ている 。  

  そこ で、 実施機関が条例第 7 条の規定に違反し ている か否かを以下検討する 。  

イ  個人情報の利用及び提供の制限（ 条例第 7 条） について 

   ( ｱ)  本条は、 個人情報が適正に収集さ れた場合であっ ても 、 その利用や提供の仕

方によ っ ては個人の権利利益を 侵害する おそれが生ずる こ と から 、 実施機関の

個人情報の利用及び提供に一定の制限を設けたも のである 。  

     そし て、 同条第 1 項は、 個人情報の利用及び提供は、 個人情報を 取り 扱う 事

務の目的の範囲内で行う こ と を 原則と する こ と を 定めている 。  

   ( ｲ)  審査請求人は、 回答書の説明書き に記載さ れた、 証拠の提出及び陳述の機会

を 設ける ための日程調整以外の目的で実施機関がメ ールアド レ ス を 利用し たと

主張し ている 。  

     当審議会において実施機関に確認し たと こ ろ 、 適正に取得さ れた本件保有個

人情報は、 住民監査請求によ る 監査事務と いう 目的の範囲内で利用する こ と が

認めら れており 、 本件保有個人情報を 利用する 範囲は、 回答書の説明書き に記

載さ れた日程調整の目的に限ら れないと のこ と である 。  

     実施機関によ れば、 本件において審査請求人は、 住民監査請求に対し て審査

請求する こ と によ り 、 住民監査請求の結果に対する 不服を 述べている も のであ

り 、 当該不服に関する 処理も 当該住民監査請求の監査事務の一環と し て行われ

た一連の事務である ため、 不服を 訴える 手段と し て審査請求が提起さ れた場合

に、 当該審査請求に関し て連絡を する ためにメ ールアド レ ス を 利用する こ と も 、

当然に住民監査請求によ る 監査事務の範囲内である と のこ と である 。  

( ｳ)  条例第 7 条第 1 項は、 個人情報の利用及び提供については、 個人情報を 取り

扱う 事務の目的の範囲内で行う こ と を 原則と する こ と を 定めており 、 個人情報
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を 取り 扱う 事務の目的は条例第 14 条第 1 項に規定する 個人情報取扱事務登録簿

において明ら かにする こ と と さ れている 。  

当審議会において実施機関に確認し たと こ ろ 、 個人情報取扱事務登録簿にお

いて住民監査請求によ る 監査事務と いう 目的のために個人情報を 収集する こ と

を 明ら かにし ており 、 当該事務の目的の範囲内でメ ールアド レ ス を 利用し たと

のこ と である 。  

当審議会において、 実施機関が審査請求人のメ ールアド レ ス 宛てに送信し た

電子メ ールを 確認し たと こ ろ 、 住民監査請求の結果に対する 審査請求を 提起す

る こ と ができ ない旨の案内、 住民監査請求の結果に対し て不服がある 場合には

住民訴訟を 提起する こ と が可能である と の案内等が記載さ れている こ と から 、

本件電子メ ールの送信は、 住民監査請求の監査事務の一環と し て行われたこ と

が認めら れる 。  

   ( ｴ)  し たがっ て、 実施機関は、 メ ールアド レ ス を 住民監査請求によ る 監査事務の

目的の範囲内で利用及び提供し ていたこ と が認めら れる ため、 条例第 7 条の規

定に違反し たと は認めら れない。  

   ( ｵ)  ま た、 審査請求人の電話番号、 住所及び氏名について、 実施機関が条例第 7

条の規定に違反し て、 利用又は提供し ている こ と を う かがわせる 事情も 認めら

れない。  

ウ  以上のこ と から 、 実施機関に条例第 37 条第 1 項第 1 号又は第 2 号に該当する 違

反がある と は認めら れない。  

 ( 4)  審査請求人のその他の主張について 

 審査請求人は、 その他種々主張し ている が、 本件保有個人情報の利用停止の要否

については、 前記( 3) において述べたと おり であり 、 審査請求人のその他の主張は、

当審議会の判断に影響を 及ぼすも のではない。  

 ( 5)  ま と め 

以上によ り 、「 ５  審議会の結論」 のと おり 判断する 。  


